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○　この普通徴収切替理由書は、当面、普通徴収を認める基準（a～d）を示すものです。
○　当面、普通徴収を認める基準に該当し、かつ普通徴収を希望する方がいる場合は、該当する理由の
　　右側「人数」欄に、人数を記入し、給与支払報告書と併せて提出してください。
○　特別徴収に該当する方と普通徴収に該当する方がある場合は、仕切書として普通徴収の方の個人別
　　明細書の上に挿入し総括表や他の個人別明細書と合冊して提出してください。
○　dは、主たる給与から合算されて特別徴収となる乙欄該当者などが対象となります。
○　eLTAX等の電子媒体で給与支払報告書を提出する場合は、該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェッ
　　クを入力してください。また、摘要欄に該当する普通徴収切替理由の符号（b、cなど）を記入願い
　　ます。（※普通徴収切替理由書の添付は不要です。）

※普通徴収が認められるのは上記a～dに該当する方に限ります。a～d以外の方は、必ず特別徴収に
　していただきますようお願いいたします。

１　給与支払報告書の氏名・フリガナ欄と、受給者生年月日欄は、必ず住民登録されている正確な
　　フリガナと生年月日をご記入ください。
２　会計事務所等を経由して提出される事業所は、下記総括表を会計事務所等にお届けください。
３　下記総括表に記載されている宛名等に誤りがある場合は、赤色で訂正をお願いいたします。
４　当町に該当者がいない場合は、報告人員欄に「なし」として総括表のみ提出してください。

※例年、期限に提出が集中しますので、ご多忙中とは存じますが、給与支払報告書の早期提出に
　ご協力いただきますようお願いいたします。

関 与 税 理 士 等 の
氏 名 及 び 電 話 番 号

　氏名

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 納入書の送付
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普通徴収対象者

（退職者）

（退職者を除く）

普通徴収対象者

必要・不要

人

人　数

令和　　年　　月　　日提出兵庫県多可町長 様

他から支給される給与から特別徴収されている方（乙欄）

給与の支払が不定期（毎月支給されていない）な方

d

符　号

退職された方又は給与支払報告書を提出した年の５月末日まで
に退職予定の方

普通徴収切替理由（下記４項目以外の理由は不可）

給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない方

令和　　　　年　　　　月分から　　　　月分まで

兵庫県多可町長 様

令和７年度（６年分）給与支払報告書（総括表） 令和７年度（６年分）普通徴収切替理由書 兼 仕切書
１月３１日までに提出してください。
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（提出先）

〒679-1192

兵庫県多可郡多可町中区中村町123番地

多可町役場 税務課

電話 ０７９５-３２-２３８６


